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証券コード 6858
2020年２月25日

株 主 各 位
神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目９番３号

　

　

取締役社長 安 井 哲 夫
　

第66回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第66回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご案内申しあげます。
なお、当日ご出席お差支えの場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、同封
の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2020年３月13日（金曜日）午後５
時までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬 具
　

記
　
　

1. 日 時 2020年３月16日（月曜日）午前10時 （受付開始 午前９時）
2. 場 所 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目９番３号

当社９階講演室
3. 会議の目的事項
報 告 事 項 １. 第66期（自 2019年１月１日 至 2019年12月31日）事業報告、

連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

２. 第66期（自 2019年１月１日 至 2019年12月31日）計算書類報
告の件
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決 議 事 項
第１号議案 取締役７名選任の件
第２号議案 監査役３名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件

　
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申しあげます。

◎ 株主総会にご出席いただけない場合、議決権を有する他の株主１名を代理人として株主
総会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要
となりますのでご了承ください。

◎ 次の事項につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、インターネット
上の当社ウェブサイト（https://www.onosokki.co.jp/）に掲載しておりますので、本
招集ご通知には記載しておりません。したがって、本招集ご通知の添付書類は、監査報
告を作成するに際し、監査役および会計監査人が監査した対象の一部であります。
① 連結計算書類の連結株主資本等変動計算書
② 連結計算書類の連結注記表
③ 計算書類の株主資本等変動計算書
④ 計算書類の個別注記表

◎ 株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト（https://www.onosokki.co.jp/）に掲載させてい
ただきます。
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（添付書類）
　
第66期（自2019年１月１日至2019年12月31日）事業報告

　
1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果

当連結会計年度のわが国経済は、消費税増税の影響も一時的にありましたが、人手不
足を背景とした好調な雇用環境、所得環境を背景に設備投資も堅調な動きが見られるな
ど、景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方で、米中を中心とした通商問題、英
国のEU離脱を巡る動向、中東地域を巡る動向など、先行きが不透明な中で推移してま
いりました。
このような事業環境の中、当連結会計年度の受注高は計測機器における年初から年央
へかけての受注減少の影響や、特注試験装置及びサービスの第４四半期における受注減
速の影響から、133億８百万円（前年同期比0.3％減）となりました。売上高は主に特
注試験装置及びサービスの期首受注残高の大幅な減少などから130億３千４百万円（前
年同期比9.7％減）となりました。この結果、当連結会計年度末の受注残高は56億１千
３百万円（前年同期比5.1％増）となりました。
損益面では、全社を挙げた業務効率向上への取組みや、主に特注試験装置及びサービ
ス部門におきまして、原価率改善へ向けた取組みを推進できたことにより、売上原価率
は52.7％（前年同期は53.4％）となりました。販売費及び一般管理費については、オ
フショア開発による研究開発のアウトソーシングを進めたことにより、前年同期に比べ
６千５百万円減少することができました。ただし、売上高の減少を補うには至らず、営
業利益は４億５千４百万円（前年同期比52.8％減）、経常利益は４億９千９百万円（前
年同期比51.6％減）、また、法人税、住民税及び事業税１億３千９百万円ならびに法人
税等調整額△１千３百万円を計上した結果、親会社株主に帰属する当期純利益は３億５
千７百万円（前年同期比48.3％減）と、いずれも減益となりました。
なお、当社グループでは当連結会計年度からの３ヶ年を第２期（「Challenge Stage
Ⅱ」）とする、中期経営計画を実施しております。詳細につきましては、2019年１月
29日公表の「中期経営計画「Challenge StageⅡ」策定に関するお知らせ」をご参照
ください。（当社ホームページ https://www.onosokki.co.jp/）
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セグメント別の業績は、次のとおりであります。
【計測機器】
「計測機器」は、当連結会計年度当初から、主にお客様の研究開発用途で使用されま

す音響・振動関連商品が、景気動向に対する様子見傾向の中で、特に高額の案件におき
まして顕著な影響を受けました。また、主に生産ラインで使用されます回転計測機器や
寸法計測機器につきましても、同様の影響を受け、年初から年央にかけまして低調に推
移いたしました。しかし、当連結会計年度中盤から、少しずつ回復傾向が見られ、特に
当社の主力商品の一つであるＦＦＴアナライザや、主に自動車関連企業のお客様にご使
用いただいております燃焼解析装置におきましても、Windows7のサポート終了に伴う
更新需要などもあり、大きく回復いたしました。また、トルク関連商品におきまして
も、フランジ型の高剛性トルク試験装置を中心に好調に推移いたしました。これらの結
果、受注高は47億７千７百万円（前年同期比9.9％減）、売上高が49億５千３百万円
（前年同期比1.7％減）、セグメント利益は３億４千７百万円（前年同期比41.6％減）と
なりました。
【特注試験装置及びサービス】
「特注試験装置及びサービス」は、当連結会計年度より、CASE（Connected、
Autonomous、Shared/Service、Electric）に代表されるモビリティ革命に対応する
ため、お客様の設備投資機運が高まり、順調に受注を積み上げてまいりました。特に車
両電動化に向けて、シミュレーション試験装置、内燃機の試験装置におけるハイブリッ
ド対応などでは、大幅な受注増をはかることができました。一方で、当連結会計年度終
盤においては、お客様の決算期末までの期間が短い中で、主要顧客であります自動車業
界における再編の動きや資材供給の遅れによる設備投資計画の見直しの影響を受け、受
注が減少いたしました。これらの結果、受注高は85億１千８百万円（前年同期比6.0％
増）となりました。売上高は、売上原資となります期首受注残高が大きく減少していた
こともあり、80億６千７百万円（前年同期比14.0％減）、セグメント利益は１億６百万
円（前年同期比70.7％減）となりました。
【その他】
「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代
理業務及び当社が所有する土地・建物の管理業務、その他当社からの委託業務等を行っ
ております。当区分の売上高は１億５千８百万円（前年同期比1.1％減）、営業利益は１
千９百万円（前年同期比11.3％増）となりました。なお、当区分の外部顧客に対する売
上高は１千２百万円（前年同期比10.6％減）であります。
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（セグメント別の受注高・売上高状況）
　

セグメントの名称
受 注 高 売 上 高

前 年 度
第 65 期

当 年 度
第 66 期 増減率 前 年 度

第 65 期
当 年 度
第 66 期 増減率

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
計 測 機 器 5,300 4,777 △9.9 5,041 4,953 △1.7
特注試験装置及びサービス 8,032 8,518 6.0 9,384 8,067 △14.0
そ の 他 160 158 △1.1 160 158 △1.1
（調整額）（注）1 △146 △146 － △146 △146 －
合 計 13,346 13,308 △0.3 14,440 13,034 △9.7

　

（注）1.（調整額）はセグメント間取引消去であります。
2.上記金額には消費税等を含んでおりません。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度において実施した当社グループの設備投資額は８億７千７百万円であ
り、その主なものは宇都宮実験棟の増強工事による支出であります。

　
（3）資金調達の状況

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関２行と総額15億円のコミッ
トメントライン契約を締結しております。
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（4）対処すべき課題
当社グループの主要顧客であります自動車業界におきましては、CASE

（Connected、Autonomous、Shared/Service、Electric） やMaaS（Mobility as a
Service）に代表される大きな変革の時代を迎え、これまでにない速さでめまぐるしく
変化しており、当社を取り巻く事業環境も大きく変化するものと予想されます。
このような変化に対応し、更なる成長を遂げるため、当社グループの長期のビジョン

（ありたい姿）、またこのビジョンを実現するための戦略をあわせて策定し、ビジョン実
現に向けて実施すべきことは何かとの視点で策定しました中期経営計画「Challenge
StageⅡ」を推進しております。
技術領域におきましては、お客様との価値共創を目指し、当社保有の技術と社外から
取り込んだ先進技術を融合した新たな技術の創造による新商品、新サービスの開発を進
めます。また、計測、解析、課題解決、ベンチ運用等をエンジニアリングすることで、
サービスによる収益を確立し、同時にそこから得られる市場情報を、いち早く商品開発
へとフィードバックする体制を整えてまいります。
市場に対しましては、マーケティング力の強化を図り、新市場の開拓に取り組むとと
もに、グローバル市場での拡販を図ります。
また、これらを実現するため、従業員が何ごとにも果敢に挑戦する組織となることを
目指し、当社と従業員のエンゲージメントを醸成する働き方改革に取り組みます。当社
にとりまして、人財は「財（たから）」であります。少子高齢化が進展しておりますわ
が国におきましては、優秀な人財を確保していくことと同時に、シニア層にも「やりが
い」を持って活躍できる組織を構築していく必要がございます。そのためにも、年齢、
性別、人種等の別なく多様な人財の協働を推進してまいります。その上で、個人間、ま
たは部門間の壁を取り払い、素早い情報の展開と共有によって、組織全体のパフォーマ
ンスの向上に努めてまいります。
当社におきましては、これらの活動を通じ、持続的な成長と中長期的な企業価値の向

上を目指して取組みを進めてまいります。
なお、中期経営計画の詳細につきましては、2019年１月29日に公表した「中期経営
計画「Challenge StageⅡ」策定に関するお知らせ」をご参照ください。（当社ホーム
ページ https://www.onosokki.co.jp/）

株主の皆様におかれましては、何卒、一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申
しあげます。

2020年02月10日 18時46分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 7 ―

（5）財産および損益の状況
　

区 分 2016年度
第 63 期

2017年度
第 64 期

2018年度
第 65 期

2019年度
第 66 期

受 注 高（百万円） 11,247 13,897 13,346 13,308
売 上 高（百万円） 13,133 12,077 14,440 13,034
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 235 198 692 357
１株当たり当期純利益 （円） 20.22 17.39 61.57 32.03
純 資 産（百万円） 14,501 14,811 14,749 15,104
総 資 産（百万円） 21,493 21,492 20,980 22,043

　

（注）１株当たり当期純利益は、期中発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数により算出
しております。

（6）重要な子会社の状況
　

会 社 名 資本金 当 社 の
出資比率 主要な事業内容

オノエンタープライズ株式会社 20百万円 100％ 損害保険代理業および不動産の管理

オノソッキテクノロジー インク 100千米ドル 100 北米および欧州の一部における当社製品の販
売およびエンジニアリングサービス

オノソッキ（タイランド） 6百万タイバーツ 49 東南アジアにおける当社製品の販売および特
注試験装置のメンテナンスサービス

オノソッキインディア 40百万インドルピー 100 インド地域における当社製品の販売および特
注試験装置のメンテナンスサービス

上海小野測器測量技術有限公司 5百万人民元 100 中華人民共和国における当社製品の販売およ
び特注試験装置のメンテナンスサービス

　

（注）1.オノソッキ(タイランド)は、支配力基準の適用により、実質的に支配していると認められたため、
連結子会社としております。
2.オノソッキインディアに対する当社の出資比率には、当社子会社であるオノエンタープライズ株式
会社による間接所有分0.75％が含まれております。

当社の連結子会社は、上記の重要な子会社の状況に記載の５社を含む６社であります。
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（7）主要な事業内容
当社グループは、計測機器、特注試験装置の製造販売およびそれら機器、装置等に関
するサービスを主たる事業内容としており、その概要は次のとおりであります。

　

セグメントの名称 事 業 内 容

計 測 機 器
各種センサ類、回転・速度計測機器、寸法・変位計測機
器、音響・振動計測機器、トルク計測機器、自動車性能
計測機器、ソフトウェアおよびこれらのアッセンブルに
よるデータ解析機器等の製造販売

特注試験装置及びサービス
研究開発用途や品質管理用途の特注試験装置の提供、音
響・振動に関するコンサルティングサービス、当社製品
のアフターサービス、エンジニアリングサービス等

そ の 他 損害保険代理業務および当社が所有する土地・建物管
理、その他当社からの委託業務等

　
（8）主要な営業所および工場
① 当社

　

名 称 所 在 地
本 社 ・ ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 セ ン タ ー 神 奈 川 県 横 浜 市
横 浜 テ ク ニ カ ル セ ン タ ー 神 奈 川 県 横 浜 市
宇都宮テクニカル＆プロダクトセンター 栃 木 県 宇 都 宮 市
北 関 東 営 業 所 栃 木 県 宇 都 宮 市
埼 玉 営 業 所 埼 玉 県 朝 霞 市
首 都 圏 営 業 所 神 奈 川 県 横 浜 市
沼 津 営 業 所 静 岡 県 駿 東 郡
浜 松 営 業 所 静 岡 県 浜 松 市
ト ヨ タ 営 業 所 愛 知 県 豊 田 市
中 部 営 業 所 愛 知 県 豊 田 市
関 西 営 業 所 大 阪 府 吹 田 市
広 島 営 業 所 広 島 県 広 島 市
九 州 営 業 所 福 岡 県 福 岡 市
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② 子会社
　

名 称 所 在 地
オ ノ エ ン タ ー プ ラ イ ズ 株 式 会 社 本 社 神 奈 川 県 横 浜 市
オ ノ ソ ッ キ テ ク ノ ロ ジ ー イ ン ク 本 社 米 国 イ リ ノ イ 州
オ ノ ソ ッ キ （タ イ ラ ン ド） 本 社 タ イ 王 国 ノ ン タ ブ リ 県
オ ノ ソ ッ キ イ ン デ ィ ア 本 社 イ ン ド 共 和 国 ハ リ ヤ ナ 州
上 海 小 野 測 器 測 量 技 術 有 限 公 司 本 社 中 華 人 民 共 和 国 上 海 市
小 野 測 器 ソ フ ト ウ ェ ア 株 式 会 社 本 社 神 奈 川 県 横 浜 市

（9）従業員の状況
　

セグメントの名称 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
計 測 機 器 257 〔78〕 名 20 名

特注試験装置及びサービス 301 〔66〕 △16
そ の 他 7 〔4〕 △1
全 社 （ 共 通 ） 38 〔13〕 2
合 計 603 〔161〕 5

　

（注）1.従業員数は就業人員であり、シニア社員、嘱託社員、契約社員およびパートタイマーは〔 〕内に
年間の平均人員を外数で表示しております。
2.全社（共通）に記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して
いるものであります。

　
（10）主要な借入先の状況
　

借 入 先 借 入 額
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2,436 百万円

株式会社みずほ銀行 420
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2. 会社の株式に関する事項
（1）発行済株式の総数 11,167,414株（普通株式）

（自己株式 1,032,586株を除く）
（2） 株 主 数 3,901名
（3） 大 株 主

　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株式会社明電舎 884,500 株 7.92 ％

桂 武 656,500 5.88
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 547,240 4.90
小野測器代理店・特約店持株会 539,300 4.83
小野測器取引先持株会 492,250 4.41
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 391,100 3.50
小 野 雅 道 311,904 2.79
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 227,500 2.04
小 野 知 子 194,645 1.74
小野測器社員持株会 192,140 1.72

　

（注）自己株式については上位10名に入りますが、上記の表からは除いております。また持株比率につい
ては、発行済株式の総数から自己株式の数を除いて計算しております。

2020年02月10日 18時46分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 11 ―

3. 会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度の末日に当社役員が保有する新株予約権の概要

　

株式会社小野測器
第１回新株予約権

株式会社小野測器
第２回新株予約権

発行決議の日 2017年３月17日 2018年３月16日

新株予約権の数 416個（使用人(執行役員)兼務分
　 116個を含む。）

492個（使用人(執行役員)兼務分
　 168個を含む。）

保有者数 取締役６名
（社外取締役を除く。）

取締役６名
（社外取締役を除く。）

目的となる株式の種類
および数

普通株式41,600株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式49,200株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり70,100円
（１株当たり701円）

新株予約権１個当たり78,500円
（１株当たり785円）

新株予約権の行使価額 新株予約権１個当たり100円
（１株当たり1円）

新株予約権１個当たり100円
（１株当たり1円）

権利行使期間 2017年４月27日から
2047年４月26日まで

2018年４月26日から
2048年４月25日まで

　

株式会社小野測器
第３回新株予約権

発行決議の日 2019年３月14日

新株予約権の数 682個（使用人(執行役員)兼務分
　 232個を含む。）

保有者数 取締役６名
（社外取締役を除く。）

目的となる株式の種類
および数

普通株式68,200株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり54,800円
（１株当たり548円）

新株予約権の行使価額 新株予約権１個当たり100円
（１株当たり1円）

権利行使期間 2019年４月25日から
2049年４月24日まで
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（2）当事業年度中に当社使用人等に交付した新株予約権の概要
　

　 株式会社小野測器 第３回新株予約権
発行決議の日 2019年３月14日
新株予約権の数 88個
交付者数 執行役員８名
目的となる株式の種類および数 普通株式8,800株（新株予約権１個につき100株）
新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり54,800円（１株当たり548円）
新株予約権の行使価額 新株予約権１個当たり100円（１株当たり１円）
権利行使期間 2019年４月25日から2049年４月24日まで

2020年02月10日 18時46分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 13 ―

4. 会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の氏名等
　

氏 名 地位および担当 重要な兼職の状況
小 野 雅 道 代表取締役・取締役会長
安 井 哲 夫 代表取締役・取締役社長、

人事担当

濵 田 仁
取締役、常務執行役員、
製造本部長、宇都宮テクニカル＆プロダ
クトセンター長

猪 瀨 潤
取締役、常務執行役員、
建設業業務担当、
開発設計本部長、
横浜テクニカルセンター長

大 越 祐 史 取締役、上席執行役員、
経営管理本部長、経営企画室長

後 藤 泰 宏 取締役、上席執行役員
営業本部長

片 岡 啓 治 取締役 株式会社明電舎 特別顧問
飯 田 訓 正 取締役
金 子 孝 雄 常勤監査役
角 野 俊 監査役
庄 山 俊 彦 監査役

　

（注）1.取締役片岡啓治および飯田訓正の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2.取締役片岡啓治氏は、金融機関での勤務経験および会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識等
を有しております。
3.取締役飯田訓正氏は、大学および学術研究団体等における豊富な経験と幅広い見識等を有しており
ます。
4.監査役金子孝雄、角野 俊および庄山俊彦の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役で
あります。
5.監査役金子孝雄、角野 俊および庄山俊彦の各氏は、金融機関での勤務経験および会社経営により
培われた深い知識・経験を有しております。
6.当社は取締役片岡啓治、飯田訓正、監査役金子孝雄、角野 俊および庄山俊彦の各氏を株式会社東
京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
7.2019年３月14日開催の第65回定時株主総会において、飯田訓正氏が取締役に新たに選任され就
任いたしました。
8.2019年３月14日開催の第65回定時株主総会終結の時をもって、染谷義彦氏が任期満了により取
締役を退任いたしました。
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（2）取締役および監査役の報酬等の額
　

地 位 人 数 報酬等の額
取締役 9 名 142,740 千円
監査役 3 34,530
計 12 177,270

　

（注）1.取締役の報酬等の額には使用人兼務取締役の使用人分給与等は含まれておりません。
2.報酬等の額には、株式報酬型ストックオプションとして取締役に付与した当事業年度分の新株予約
権に係る費用計上額24,660千円を含めております。
3.報酬等の額のうち、社外役員６名に対する報酬等の額は46,470千円です。
4.報酬等の額のほか、社外役員が当社子会社から役員として受けた報酬額は1,800千円です。

　
（3）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係

　

地 位 氏 名 兼職の状況 当社との関係

取締役 片岡啓治 株式会社明電舎特別顧問
同社は当社の株式884,500株（持株比率7.92
％）を所有する株主であり、当社と同社とは
双方の製品を売買する取引関係にあります。

　
② 当事業年度における主な活動状況

　

地 位 氏 名 取締役会 監査役会 発言状況出席状況 出席状況
取締役 片岡啓治 17回中17回 － 取締役会において主に他社における経営経

験からの発言を行っております。

取締役 飯田訓正 就任後
13回中13回 －

取締役会において主に大学での研究指導、
学術研究団体等における豊富な経験からの
発言を行っております。

監査役 金子孝雄 17回中17回 22回中22回
取締役会および監査役会において主に他社
における経営経験からの発言を行っており
ます。

監査役 角野 俊 17回中17回 22回中21回
取締役会および監査役会において主に他社
における経営経験からの発言を行っており
ます。

監査役 庄山俊彦 17回中17回 22回中22回
取締役会および監査役会において主に他社
における経営経験からの発言を行っており
ます。
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5. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　

支 払 額
公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 28,500 千円

当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 28,500

　

（注）1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計
監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
2.監査役会は、監査計画における監査内容・監査日数・配員体制、報酬見積の計算根拠、会計監査人
の職務遂行状況などを勘案し、検討した結果、当事業年度の会計監査人の報酬等の額については同
意の判断をいたしました。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し

た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決
定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役
会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任
した旨およびその理由を報告いたします。
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6. 会社の体制および方針
（1）業務の適正を確保するための体制
① 当社および当社子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合
することを確保するための体制
当社グループの取締役および使用人に法令・定款および社会規範の遵守を徹底する

ため、当社グループ全体のコンプライアンス体制に係る規程を制定する。また、当社
グループの横断的なコンプライアンス体制を整備するため、行動規範（コンプライア
ンス・マニュアル）等の作成、教育・研修の実施など、コンプライアンスに関する取
り組みを行うこととする。
当社グループの取締役および使用人が、法令・定款等に違反する行為を発見した場

合の通報およびその内容・対処案が取締役会・監査役会に報告される体制に係る内部
通報規程を制定し当該体制を整備、運用する。
内部監査室は、コンプライアンスの状況を監査する。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報は、文書または電磁的媒体（以下、文書等という。）

に記録し、その取扱は当社社内規程およびそれに関する管理マニュアルを整備してこ
れらに従い適切に保存・管理する。
取締役および監査役は常時文書等を閲覧できるものとする。

③ 当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
損失の危険の管理に関する体制を整備するため、当社グループ全体のリスク管理に

関する規程の制定を行い、リスク管理委員会の設置と、その下にリスクカテゴリー
（コンプライアンス、情報セキュリティ、品質、輸出管理、環境、災害等）毎の分科
会を置くこととする。
リスク管理委員会は、当社グループ全体のリスク管理を総括し、リスク管理に関す

る規程の整備、運用状況の確認等を行い、また損失の危険のある事態が生じた場合
に、その内容・対処案が当社の取締役会・監査役会に報告される体制を整備すること
とする。
④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

経営組織として取締役会を頂点とし、その下に経営会議、トップマネジメントミー
ティング、営業会議等を設置し、年度計画に基づく目標達成のため、経営判断・業績
報告・業務の進捗状況確認等を行う。
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取締役会は毎月１回定例で開催し、取締役会規則に定められている付議事項および
付議基準に該当する事項について審議する。また、取締役会では月次の業績の報告
と、その内容について各担当取締役に結果の要因分析とその改善策等を報告させる。
経営会議は毎週１回定例で開催し、取締役、常勤監査役、執行役員全員が出席す

る。経営会議では経営会議規程に基づき業務執行に関する重要事項に係る意思決定を
迅速に行い、経営効率を向上させる。
日常の業務執行に際しては、職務権限規程等に基づき権限の委譲が行われ、権限を

委譲された各部署の責任者は当該権限の範囲で意思決定を行い、業務を執行する。ま
た、各部署の責任者が取締役、常勤監査役に対しその業務執行状況の報告を各四半期
終了の翌月に総務部門を通して提出する。
⑤ 当社子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社子会社の業務執行の状況を確認するため、当社の定める子会社管理規程に基づ
き、一定の事項について子会社に対し当社への報告・承認を義務づけるとともに、当
社の各四半期終了の翌月に開催される経営会議において、当社の子会社担当取締役の
出席のもと当社子会社の取締役等を出席させ情報の共有化を進める。
⑥ 当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社の定める子会社管理規程に基づき、当社の子会社担当取締役等および子会社代
表取締役をメンバーとする会議を設置し、当社グループ全体の経営目標を見据えた当
社子会社の経営（事業計画、資金計画、業績評価、組織・人事管理等）に関する事項
を策定するとともに、これに伴う業務について当社の関係部門からの業務提供を行
う。
⑦ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項ならびに当該使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対
する指示の実効性の確保に関する事項
当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する当社社内規程を整備し、次の事項

を明記するとともに当該規程を実施、運用する。
・監査役の職務を補助する部門を内部監査部門または総務部門とし、監査役は内部
監査部門または総務部門所属の使用人に監査役業務に必要な事項を命令すること
ができる。
・当該使用人は監査役の指揮命令に関して、取締役、所属部署長等の指示・命令を
受けないものとする。
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・当該使用人は監査役の指揮命令に従う。
⑧ 当社の取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役，監査役および使用人また
はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制その他の当社
の監査役への報告に関する体制
当社グループの役員および使用人は、監査役会の定めるところに従い、当社の各監

査役の要請に応じて主に次の事項につき報告および情報提供を行う。
・業績および業績見込の発表内容、重要開示書類の内容
・月次の経営状況として重要な事項
当社グループの役員および使用人は、主に次の事項については発見次第、直ちに監

査役に報告を行う。また、当該事項につき通報体制の担当部署が通報を受けた場合等
は、当該部署担当者等より監査役に報告を行う。
・当社または子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
・重大な法令・定款違反

⑨ 当社の監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを
受けないことを確保するための体制
当社の監査役に報告を行った当社グループの役員および使用人等に対しては、内部

通報規程に定められている通報者に対する不利な取扱の禁止および不利な取扱をした
者への処分に関する規定と同様の取扱をすることとする。
⑩ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当
該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
当社の監査役がその職務の執行について、当社に対して費用の前払、負担した債務

の弁済等の請求をしたときは、当社は当該請求に係る費用または債務が当該監査役の
職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、当該費用または債務等の支払等の
処理を行う。
⑪ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社の常勤監査役は、業務執行の状況を把握するため、経営会議、トップマネジメ
ントミーティング、営業会議等の重要な会議に出席する。また、各監査役は必要に応
じて業務執行に関する文書等を閲覧し、取締役および使用人にその説明を求めること
ができる。

⑫ 財務報告に係る内部統制の強化
金融商品取引法に定める財務報告に係る内部統制の整備に関し、財務報告の信頼性

の確保および資産の保全を達成するために、「統制環境」「リスクの評価と対応」「統
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制活動」「情報と伝達」「モニタリング（監視活動）」「ＩＴ（情報技術）への対応」の
6つの基本的要素を業務に組込み、当社内のすべての者によって遂行されるプロセス
を確立する。
これらを具体的に実施するにあたり、必要な体制を整備し、運用する。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① コンプライアンス

当社は、コンプライアンス規程に基づき、取締役を委員長とするコンプライアンス
委員会を設置しております。当該委員会では、当社グループにおけるコンプライアン
ス体制の運用強化およびコンプライアンスに関する問題・課題等の審議・解決を図る
こととしております。また、当社各部門および当社子会社にコンプライアンス推進責
任者を選任しており、各部門・子会社内でのコンプライアンス規程等の周知などコン
プライアンスの推進を図っております。
当社は、内部通報規程に基づき当社内外において内部通報の通報受付窓口を設置し

ております。通報窓口利用の実効性を上げるため当社外に委託している通報窓口を２
カ所といたしております。
② リスクマネジメント

当社は、リスク管理規程に基づき、リスク管理委員会を設置しております。当該委
員会は、定期的（２カ月に１回）に開催しており、当社グループのリスク管理を統括
するとともに、各リスクカテゴリーの分科会よりリスク管理状況の報告を受け、新た
に特定されたリスクの評価および顕在化したリスクへの対応等を行っております。
③ 取締役の職務執行

当社の取締役は、その職務の執行を効率的に行うために、定期的に開催される取締
役会（毎月１回および臨時）、経営会議（毎週１回）、トップマネジメントミーティン
グ（毎四半期２回）および営業会議（第２・４四半期各１回）に出席し、経営判断・
業績の報告・業務の進捗確認を行っております。
当社子会社の各代表取締役は、当社営業会議に出席するとともに、営業会議と同時

期に当社子会社担当取締役等も同席する当社子会社の経営事項に関する会議に出席し
ております。
④ 監査役の監査

当社の監査役は、定期的に開催される監査役会（毎月１回および臨時）ならびに取
締役会（毎月１回および臨時）に出席するとともに、常勤監査役においては、経営会
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議、営業会議、リスク管理委員会、情報管理委員会、コンプライアンス委員会および
J-SOX推進委員会等の重要な会議に出席し、業務執行の状況を把握することで監査の
実効性の確保を図っております。
当社は、監査役への補助および報告に関する規程を制定いたしております。当該規

程において監査役の職務を補助すべき使用人の設置、監査役への報告義務および監査
役への報告者の不利な取扱の禁止等を規定し、周知することで監査体制強化に努めて
おります。
⑤ 財務報告に係る内部統制

当社は、財務報告の信頼性を確保するため、J-SOX推進委員会を設置しており、内
部統制評価計画書に基づき、当該委員会の委員が財務報告に係る内部統制の評価を実
施しております。当該委員会は、年間４回開催され、財務報告に係る内部統制の評価
内容等の報告が行われました。
⑥ 内部監査

内部監査室は、内部監査規程に基づき内部監査計画を作成し、当社および当社子会
社の内部監査を実施いたしました。監査結果は被監査部門に通知され、必要に応じて
是正処置がとられております。内部監査実施結果は取締役会に報告されております。

（3）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、経営基盤の強化と将来の事業展開に備えるための内部留保充実を図るととも

に、株主各位に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして認識し、連結業績に応じ
た利益配分を基本に連結配当性向30％を目安として、継続的かつ安定的な配当を行うこ
とを基本方針としております。
各事業年度の配当金額は、当該事業年度の業績およびキャッシュ・フローの水準、設
備投資計画等を踏まえて決定することとし、内部留保金の使途につきましては、今後の
事業展開への備えに投入していくこととしております。
配当につきましては、取締役会決議による中間配当および期末配当の年２回を行うこ
ととしております。なお、当社は「当会社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各
号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によ
って定めることができる。」旨を定款に定めております。
当期の利益配当につきましては、上記の方針および当期の業績等を踏まえ、１株当た
り配当額は、中間配当額５円、期末配当額10円といたしました。これにより、年間配当
額は１株当たり15円となります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年12月31日現在）

（単位：百万円）
　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
ソフトウェア仮勘定
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
保 険 積 立 金
そ の 他

8,445
1,967
3,828
524
1,424
585
115

13,598
10,768
3,909
540
251
5,917
148
590
568
6
15

2,240
1,236
655
288
59

流 動 負 債 4,310
買 掛 金 730
短 期 借 入 金 2,000
1年内返済予定の長期借入金 414
未 払 法 人 税 等 55
未 払 費 用 341
賞 与 引 当 金 59
前 受 金 331
そ の 他 378
固 定 負 債 2,628
長 期 借 入 金 442
退職給付に係る負債 1,992
そ の 他 192
負 債 合 計 6,938
純 資 産 の 部

株 主 資 本 14,804
資 本 金 7,134
資 本 剰 余 金 1,800
利 益 剰 余 金 6,807
自 己 株 式 △937

その他の包括利益累計額 91
その他有価証券評価差額金 170
為 替 換 算 調 整 勘 定 △29
退職給付に係る調整累計額 △48
新 株 予 約 権 114
非 支 配 株 主 持 分 94
純 資 産 合 計 15,104

資 産 合 計 22,043 負 債 純 資 産 合 計 22,043
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連 結 損 益 計 算 書

（自
至

2019
2019

年
年
１
12
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額
売 上 高 13,034
売 上 原 価 6,872
売 上 総 利 益 6,161
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,706
営 業 利 益 454
営 業 外 収 益
受 取 利 息 1
受 取 配 当 金 47
賃 貸 収 入 34
そ の 他 31 114

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8
売 上 割 引 25
支 払 手 数 料 10
賃 貸 収 入 原 価 13
為 替 差 損 6
そ の 他 5 70
経 常 利 益 499
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 2 2
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0 0
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 502
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 139
法 人 税 等 調 整 額 △13 126
当 期 純 利 益 375
非支配株主に帰属する当期純利益 17
親会社株主に帰属する当期純利益 357
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貸 借 対 照 表
（2019年12月31日現在）

（単位：百万円）
　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
ソフトウェア仮勘定
電 話 加 入 権
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
保 険 積 立 金

7,663
1,288
308
3,465
500
1,424
585
89

13,645
10,725
3,840
68
520
8

221
5,917
148
589
567
6
12
2

2,330
1,230
146
620
44
288

流 動 負 債 4,241
買 掛 金 735
短 期 借 入 金 2,000
1年内返済予定の長期借入金 414
未 払 金 207
未 払 費 用 344
未 払 法 人 税 等 31
未 払 消 費 税 等 36
前 受 金 297
預 り 金 116
賞 与 引 当 金 55
そ の 他 1
固 定 負 債 2,551
長 期 借 入 金 442
退 職 給 付 引 当 金 1,916
長 期 未 払 金 181
そ の 他 11
負 債 合 計 6,792
純 資 産 の 部

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
その他利益剰余金
繰越利益剰余金

自 己 株 式
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

新 株 予 約 権

14,231
7,134
1,800
1,800
6,235
6,235
6,235
△937
170
170
114

純 資 産 合 計 14,516
資 産 合 計 21,308 負 債 純 資 産 合 計 21,308
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損 益 計 算 書

（自
至

2019
2019

年
年
１
12
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額
売 上 高 12,356
売 上 原 価 6,791
売 上 総 利 益 5,565
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,327
営 業 利 益 237
営 業 外 収 益
受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 162
賃 貸 収 入 54
経 営 指 導 料 8
そ の 他 22 249

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8
売 上 割 引 25
賃 貸 収 入 原 価 22
支 払 手 数 料 10
そ の 他 7 75
経 常 利 益 412
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0 0
税 引 前 当 期 純 利 益 411
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 93
法 人 税 等 調 整 額 △10 82
当 期 純 利 益 329
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会計監査人の連結監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2020年２月12日

株式会社 小 野 測 器
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 村 竜 平 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大屋 誠 三 郎 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社小野測器の2019年１月１日から
2019年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す

る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、株式会社小野測器及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以 上

2020年02月10日 18時46分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 26 ―

会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2020年２月12日

株式会社 小 野 測 器
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 村 竜 平 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大屋 誠 三 郎 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社小野測器の2019年１月１日
から2019年12月31日までの第66期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附

属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための

手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
当監査役会は、２０１９年１月１日から２０１９年１２月３１日までの第６６期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書
を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ
いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整
備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及び子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必
要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取
締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要
に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための
体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　

２０２０年２月１２日
　

株式会社 小 野 測 器 監査役会
常勤監査役（社外監査役） 金 子 孝 雄 ㊞
社 外 監 査 役 角 野 俊 ㊞
社 外 監 査 役 庄 山 俊 彦 ㊞

　

以 上
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株主総会参考書類
　
議案および参考事項
　
第１号議案 取締役７名選任の件

取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役
７名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

１

安
やす
井
い
哲
てつ
夫
お

（1947年10月18日生）

1972年４月 当社入社
1989年７月 当社商品企画部長
2003年３月 当社取締役経営推進部長
2009年３月 当社常務取締役経営企画主幹
2010年３月 当社専務取締役管理本部長
2015年３月 当社代表取締役・取締役社長、

人事担当、品質担当、建設業業務担当
2018年４月 当社代表取締役・取締役社長、

人事担当
現在に至る

53,887株

【取締役候補者とした理由】
長年にわたり当社の経営に携わり、2015年３月に代表取締役社長に就任して以来、当社

グループの企業価値の向上のためリーダーシップを発揮しております。当社グループが持続
的な成長と中長期的な企業価値向上を目指すにあたり、業務執行を行う適切な人材と判断
し、引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

２

濵
はま
田
だ

仁
ひとし

（1963年６月３日生）

1986年４月 当社入社
2007年１月 当社経営推進室長
2009年４月 当社執行役員経理部長
2013年３月 当社取締役管理本部長、経理部長
2017年４月 当社取締役上席執行役員、

財務経理ブロック長、経営企画室長
2018年４月 当社取締役常務執行役員、

経営企画室長
2019年４月 当社取締役常務執行役員、

製造本部長、宇都宮テクニカル＆プロ
ダクトセンター長
現在に至る

6,538株

【取締役候補者とした理由】
企画・管理・製造等の分野での豊富な経験と優れた人格および知見を有しており、当社グ

ループが持続的な成長と中長期的な企業価値向上を目指すにあたり、業務執行を行う適切な
人材と判断し、引き続き取締役候補者としました。

３

猪
いの
瀨
せ

潤
じゅん

（1962年８月４日生）

1987年４月 当社入社
2003年４月 当社設計技術ブロック技師
2008年４月 当社執行役員ソフト開発センター長
2013年３月 当社取締役営業本部長
2017年４月 当社取締役上席執行役員、

システム事業本部長、
システムＳＥブロック長、
横浜テクニカルセンター長

2018年４月 当社取締役常務執行役員、
建設業業務担当、システム事業本部長、
横浜テクニカルセンター長

2019年４月 当社取締役常務執行役員、
建設業業務担当、開発設計本部長、
横浜テクニカルセンター長
現在に至る

5,827株

【取締役候補者とした理由】
技術開発・営業等の分野での豊富な経験と優れた人格および知見を有しており、当社グル

ープが持続的な成長と中長期的な企業価値向上を目指すにあたり、業務執行を行う適切な人
材と判断し、引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

４

大
おお
越
こし
祐
ゆう
史
じ

（1963年２月９日生）

1985年４月 当社入社
2009年４月 当社執行役員原価統制部長
2013年１月 株式会社小野測器宇都宮代表取締役・

取締役社長
2015年３月 当社取締役管理本部担当主幹
2015年４月 当社取締役営業本部長
2017年４月 当社取締役上席執行役員、

電子計測事業本部長、
宇都宮テクニカル＆プロダクト
センター長

2019年４月 当社取締役上席執行役員、
経営管理本部長、経営企画室長
現在に至る

6,413株

【取締役候補者とした理由】
技術・管理・営業・製造等の多様な分野での豊富な経験と優れた人格および知見を有して

おり、当社グループが持続的な成長と中長期的な企業価値向上を目指すにあたり、業務執行
を行う適切な人材と判断し、引き続き取締役候補者としました。

５

後
ご
藤
とう
泰
やす
宏
ひろ

（1960年８月３日生）

1983年４月 当社入社
2016年４月 当社執行役員経営企画室長、

AIB戦略マーケティング･プロジェクト
プロジェクトマネージャー

2017年３月 当社取締役経営企画室長、
AIB戦略マーケティング･プロジェクト
プロジェクトマネージャー

2017年４月 当社取締役上席執行役員、
営業本部長、営業統括ブロック長

2018年４月 当社取締役上席執行役員、
営業本部長、商品統括ブロック長

2019年４月 当社取締役上席執行役員、
営業本部長
現在に至る

2,462株

【取締役候補者とした理由】
営業部門での豊富な経験と優れた人格および知見を有しており、当社グループが持続的な

成長と中長期的な企業価値向上を目指すにあたり、業務執行を行う適切な人材と判断し、引
き続き取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

６

片
かた
岡
おか
啓
けい
治
じ

（1943年12月22日生）

1966年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三井
住友銀行）入社

1989年５月 同社営業審査部長
1992年６月 同社取締役日比谷支店長
1996年５月 同社常務取締役本店営業本部長
1998年６月 株式会社明電舎取締役副社長
2002年６月 同社代表取締役社長
2008年６月 同社代表取締役会長
2012年３月 当社取締役

現在に至る
（重要な兼職の状況）
株式会社明電舎特別顧問

16,597株

【社外取締役候補者とした理由】
金融機関での勤務経験および会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、

当社グループの企業価値の向上のため、適時適切な意見を表明していただくこと、また独立
した視点から経営を監督するとともに、取締役会における意思決定の局面等において、必要
な意見を述べていただけるとの判断から、引き続き社外取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

７

飯
いい
田
だ
訓
のり
正
まさ

（1951年１月26日生）

1980年４月 慶應義塾大学工学部助手
1983年９月 工学博士（慶應義塾大学）
1985年４月 慶應義塾大学理工学部専任講師
1989年10月 財団法人神奈川科学技術アカデミー

第２研究室長兼任
1990年４月 慶應義塾大学助教授
1997年４月 同大学教授
2014年10月 内閣府「総合科学技術･イノベーション

会議(CSTI)」SIP(戦略的イノベーショ
ン創造プログラム)「革新的燃焼技術」
ガソリン燃焼チーム研究責任者

2016年４月 慶應義塾大学大学院理工学研究科
特任教授

2019年３月 当社取締役
現在に至る

2,948株

【社外取締役候補者とした理由】
大学にてシステムデザイン工学や内燃機関の研究を指導するほか、自動車技術会理事や環

境省中央環境審議会専門委員（現任）等を歴任し、豊富な経験と幅広い見識を有しており、
直接会社経営に関与されたことはありませんが、当社グループの企業価値の向上のため、適
時適切な意見を表明していただくこと、また独立した視点から経営を監督するとともに、取
締役会における意思決定の局面等において、必要な意見を述べていただけるとの判断から、
引き続き社外取締役候補者としました。

（注）1.片岡啓治および飯田訓正の両氏は、社外取締役候補者であります。
2.片岡啓治氏は、2008年６月より2013年６月まで株式会社明電舎の代表取締役会長の職にあった
者であり、また、現在は同社の特別顧問であります。株式会社明電舎は当社の株式を所有する主要
な株主であり、当社と同社とは双方の製品を売買する取引関係にあります。
3.片岡啓治氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって８年となります。
4.飯田訓正氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。
5.片岡啓治および飯田訓正の両氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の候補者であ
ります。
6.各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第２号議案 監査役３名選任の件
監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役

３名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

１

金
かね
子
こ
孝
たか
雄
お

（1960年５月９日生）

1983年４月 株式会社三菱銀行(現株式会社三菱ＵＦ
Ｊ銀行）入社

2008年４月 同社京都支店長
2009年８月 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ出向経営企画部部長
2012年１月 エムエスティ保険サービス株式会社常

務執行役員東京営業本部副本部長
2013年６月 同社専務取締役東京営業本部長
2016年３月 当社常勤監査役

現在に至る

6,667株

【社外監査役候補者とした理由】
金融機関での勤務経験および会社経営により培われた深い知識・経験ならびに当社監査役

の経験を当社の監査体制の強化に生かしていただけるとの判断から、引き続き社外監査役候
補者としました。

２

庄
しょう

山
やま
俊
とし
彦
ひこ

（1954年５月19日生）

1978年４月 株式会社三菱銀行(現株式会社三菱ＵＦ
Ｊ銀行）入社

2006年３月 同社欧州事務システム部長
2008年４月 エム・ユー・ビジネス・エンジニアリ

ング株式会社代表取締役社長
2012年６月 エム・ユー・ビジネス・サービス株式

会社代表取締役社長
2016年３月 当社監査役

現在に至る

1,204株

【社外監査役候補者とした理由】
金融機関での勤務経験および会社経営により培われた深い知識・経験ならびに当社監査役

の経験を当社の監査体制の強化に生かしていただけるとの判断から、引き続き社外監査役候
補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

３

藤
ふじ

康
やす
範
のり

（1957年１月８日生）

【新任】

1979年４月 株式会社三菱銀行(現株式会社三菱ＵＦ
Ｊ銀行）入社

2005年７月 同社ドイツ総支配人、
デュッセルドルフ支店長

2009年４月 株式会社ツムラ執行役員、
ＣＳＲ推進室長

2011年６月 同社取締役執行役員、
ＣＳＲ推進室長

2015年６月 同社取締役上席執行役員、
コンプライアンス統括部長

2019年６月 同社顧問
現在に至る

0株

【社外監査役候補者とした理由】
金融機関での勤務経験および会社経営により培われた深い知識・経験を当社の監査体制の

強化に生かしていただけるとの判断から、社外監査役候補者としました。

（注）1.金子孝雄、庄山俊彦および藤 康範の各氏は、社外監査役候補者であります。
2.金子孝雄および庄山俊彦の両氏の当社社外監査役就任期間は、本総会終結の時をもって４年となり
ます。
3.金子孝雄、庄山俊彦および藤 康範の各氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の
候補者であります。
4.各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件
監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任を

お願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

角
かく
野
の

俊
しゅん

（1950年５月６日生）

1975年４月 株式会社三菱銀行(現株式会社三菱ＵＦＪ銀
行）入社

2002年５月 同社営業第一本部営業第一部長
2003年10月 株式会社ディーシーカード（現三菱ＵＦＪニ

コス株式会社）取締役
2008年７月 株式会社ジャルカード常勤監査役
2012年２月 当社顧問
2012年３月 当社常勤監査役
2016年３月 当社監査役

現在に至る

3,998株

【補欠の社外監査役候補者とした理由】
金融機関での勤務経験および会社経営により培われた深い知識・経験ならびに当社監査役の経験

を当社の監査体制の強化に生かしていただけるとの判断から、補欠の社外監査役候補者としました。
（注）1.角野 俊氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

2.角野 俊氏の当社社外監査役就任期間は、本総会終結の時をもって８年となります。
3.角野 俊氏が社外監査役に就任した場合は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て届け出る予定であります。
4.候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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新横浜国際ホテル

株式会社小野測器
本社・ソフトウェア開発センター

新横浜プリンスペペ

新横浜プリンスホテル新横浜
グレイスホテル

デイリーヤマザキ

りそな銀行
三菱UFJ銀行

歩道橋

地
下
鉄
新
横
浜
駅

至小机

至小田原
ＪＲ横浜線

至菊名

ＪＲ東海道新幹線

至
岸
根
公
園

至東京

環状２号線

横浜アリーナ７番出口

２階
１階ＪＲ新横浜駅

株主総会会場ご案内図

株式会社小野測器 本社・ソフトウェア開発センター ９階 講演室
神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目９番３号

045－935－3888（大代表）

●JR横浜線（北口）、東海道新幹線（東口・西口） 新横浜駅下車 徒歩５分
●横浜市営地下鉄ブルーライン 新横浜駅 ７番出口より徒歩３分
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